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平成30年

１月の普及活動状況
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ダイジェスト版

～県下10農林事務所農業普及課と農業経営課（農業革新支援センター）の取組～

[image: image1.png]


[image: image3.jpg]



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[image: image4.jpg]


[image: image5.jpg]



岐阜県農政部農業経営課
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	新たなブランドづくり


下呂農林■エゴマ　東京オリンピック・パラリンピックに向けＧＡＰを推進
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　県では、「岐阜県ＧＡＰ確認制度」が11月から施行されるなど、東京オリンピック・パラリンピックに向けて県全体でＧＡＰを推進しているところである。

一方、管内では、あぶらえ（エゴマ）の機能性を活かし、企業や大学と連携して運動選手を対象に新商品の開発に取り組んでいる。
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そこで、東京オリンピック・パラリンピックを契機に、あぶらえ（エゴマ）の生産拡大を進めるべく、生産者が岐阜県ＧＡＰ取得を目指すこととなった。

農林事務所では、生産者への事前のヒアリングを行い、農場管理や衛生管理、労働安全などの視点から現状の分析をして、改善点を洗い出すとともに具体的な対応策の検討を進めている。
	多様な担い手づくり　　
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中濃農林■新規就農者　平成29年度中濃地域農業担い手交流会を開催
1月30日、中濃農林事務所主催で、中濃地域農業担い手交流会を開催した。本会は新規就農者及び雇用就農者と農業担い手リーダーとのネットワークづくりを目的としており、市、ＪＡ等関係機関も参加し、約30人が情報交換を行った。
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参加者は、和やかな雰囲気の中で「我が家の農業自慢」をテーマに交流した後、地域食材や、６次産業化商品を囲んだ情報交換会で親睦を深め、後日連絡をとりあえるよう参加者ごとに準備した「連絡先カード」を、お互いに交換する姿も見られた。
今後も、新規就農者が気軽に相談できる体制づくりの整備を進め、営農定着を支援する。

可茂農林■美濃白川ふるさとネット　就農相談
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　美濃白川ふるさとネットの設立を機に、就農相談の段階から関係機関の連携および情報共有を図る体制を整えている。

その一環として１月９日、白川町にて有機農業研修希望者Ｈ氏への面談を研修指導者、町とともに行った。

　研修希望者から農業に対する想いや将来の経営構想などを聞き取り、研修受入先や研修内容、活用する制度などを検討した。
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　また、1月20日には、岐阜市内にて「ぎふ就農・就業相談会」に美濃白川ふるさとネットが出展し、研修生の募集を行った。

　ブースには５名が着席し、美濃白川地域農業の概要、就農に向けた研修や就農支援等について説明し、就農希望者からの熱心な質問に応答した。
農林事務所では、美濃白川ふるさとネットの体制強化への支援を行うとともに、就農希望者の掘り起こしと研修への誘導を通じ、新規就農者の確保に向けた支援を行っていく。
恵那農林■農業生産者の確保　農業生産者確保に向けた平成30年度活動計画検討会を開催
恵那地域では、関係機関が連携し、新規生産者の確保・育成に向けた活動に取り組んでいるが、なすや飛騨美濃伝統野菜等の特産品目の生産者は減少し、クリも数年後には高齢化等による生産者減少が憂慮される状態にある。

農林事務所では、このような状況をふまえ、１月５日にＪＡひがしみの本店において農業生産者の確保に向けた平成30年度の活動計画検討会議を開催し、中津川市、恵那市、ＪＡ、中山間農業研究所中津川支所、農林事務所の担当者等22名が出席した。
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会議では、現場の担当職員から品目・地域別の現状と課題、今後のビジョンを紹介した後、生産者確保と出荷量増加に向けた取組方策について検討し、各種講座の実施方針や受講者確保方策、経営試算等に基づく指導資料準備等について確認し、意識統一を図った。
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農業生産者の確保に向けては、品目別ではなく地域ぐるみでの推進が重要であり、農業全体を捉えた検討会は今回が初めての開催となったが、関係機関の各種ノウハウを相互共有できた有意義な会議となった。

農林事務所では、今後も普及のコーディネイト機能を活かし、地域農業の活性化に向けた活動を継続する。
革新支援センター■普及活動　平成２９年度普及活動研究セミナーを開催
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１月31日に、不二羽島文化センターにおいて平成29年度普及活動研究セミナーを開催し、県内の普及指導員はじめ、農業者、市町村、ＪＡ、関係者らおよそ230人が参加した。

セミナーでは、各農林事務所の普及活動の中から、注目すべき成果を上げた岐阜「にんじん産地の構造改革への取組」、可茂「地域が一体となった担い手育成」、東濃「ゼロから地域の担い手へ！～集落営農法人設立へ３年10か月の軌跡」の３農林事務所の普及活動が選ばれて発表した。さらに、(有)横田農場代表取締役横田修一氏がＩＣＴを取り入れた農業経営についての講演や農林水産省から農林水産省におけるスマート農業への取組概要等について情報提供があった。
農業経営課の農業革新支援専門員は、それぞれの農林事務所農業普及課の発表資料の作成について助言指導を行うとともに、セミナーの準備及び開催当日の運営を行った。

発表された活動成果等が県下に波及されるとともに、普及指導員の資質の向上にもつながることを期待している。
	売れるブランドづくり
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岐阜農林■えだまめ　栽培研修会でＧＡＰ推進検討
１月16日～30日にかけ、ＪＡぎふ島・則武・合渡各支店において、ＪＡぎふえだまめ部会員を対象とした栽培研修会が開催された。

　農林事務所からは、平成29年産の課題を踏まえて、平成30年産に向けた栽培管理のポイントや県ＧＡＰ確認制度の周知、ＧＡＰの認知度調査などを行った。生産者からは、経営の改善に向けて前向きに取り組みたいという意見が多く出された一方で、取り組みたくないといった意見も少なからず出された。
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農林事務所では、今後もＧＡＰの実践による経営改善、えだまめの産地振興、高品質安定生産に向けた支援を継続していく予定である。

西濃農林■トマト　池辺園芸トマト組合でＧＡＰ内部審査を実施
　池辺園芸トマト組合では、平成30年産から独自ＧＡＰの取組みを始めている。組合から生産者に取組み方針やチェック項目（22項目）が示され、１回目の自己点検を行なったことから、今回（1月15日）初めて内部審査を行った。組合役員３名、農協職員２名、普及指導員１名で構成する６名が、各生産者のほ場と選果場所及び農薬等の保管場所を確認した。

初めての審査であるため、役員にもよく理解できるように十分に時間をかけて普及指導員や農協職員より説明を行った。研修会等である程度理解は得られていたが、現場で実際に審査をすると具体的な課題と対策を考えられることができた。参加者で現状把握と様々な改善点の共通認識ができたことは、大きな成果であったと思われる。
今後、組合がこれらの結果に基づく改善に積極的に取り組み、生産者の意識向上につながることが期待される。

揖斐農林■柿　 第４回柿帰農塾及び閉講式の開催　
　１月20日、第4回柿帰農塾が開催された。最終回となった今回は、農林事務所から「冬季管理と品種特性」及び「岐阜県の就農支援制度」についての講義と大野町かき振興会技術部員を講師とした剪定実習を行った。

　閉講式では、全５回の内３回以上出席した受講者19人が、JAいび川常務から修了証を受けとった。受講者に対し大野町かき振興会会長から、「帰農塾は終了したが、皆さんの柿栽培はこれから始まる。一緒に頑張りましょう。」と激励の言葉があった。受講生からは、「塾に参加して大玉が生産できた。来年度も高品質な柿が収穫できるよう頑張りたい。」「定年後には本格的に始めたいと思っている。柿栽培の基礎が学べてよかった。」等の意見があった。
東濃農林■水稲生産者　売れる米づくりに向けた連携会議･研修会を開催                              
　1月16日に、ＪＡとうと及び県関係者で、水稲連携会議を開催した。この会議は、ＪＡと農林事務所で実施した水稲関係実証ほの結果と翌年度の計画等を検討する場として、昨年度から開催している。今年度は、ケイ酸加里資材の施用による食味・品質向上効果や、基肥一発肥料の溶出確認、ＪＡ及び県がそれぞれ取り組んでいる高温耐性品種試験等について検証し、今後の売れる米づくりの指導方向について協議した。

この会議を受け、１月26日には、瑞浪市・土岐市の水稲担い手農家を対象に米づくり研修会が開催され、営農組合等に今年度の取り組み成果の情報提供を行った。
　営農組織等の大規模水稲農家が経営安定を図るには、地域の消費者に選ばれる良食味・高品質な米づくりと有利販売が課題となる。農林事務所では今後もＪＡと連携し、管内の特徴ある米づくりの支援を行っていく。
	住みよい農村づくり


郡上農林■サル対策　美並町で被害防止対策研修会行われる
　郡上市美並町では、鳥獣による農産物被害額の７割がニホンザルによる被害であり、大型囲い罠を設置するなど対策に苦慮している。　　　

１月27日に美並町基幹集落センターで郡上市美並町サル被害防止対策現地研修会が行われ、町内各集落から農事改良組合長など地区代表者約40名が出席した。

研修会では、県環境企画課から岐阜県ニホンザル対策の現状と課題として、被害防止対策の優良事例の紹介があった。

農林事務所農業普及課からは、住みよい集落づくりとして、集落点検を行い、「サルが近づかない集落づくり」を提案した。

農林事務所は、２月に町内の重点指導対象集落に対して集落点検を提案し、サルが近づかない集落づくりを支援していく。

飛騨農林■ほうれんそう　雇用問題解決に向けた労務管理研修会の開催　                              

農林事務所主催により、ほうれんそう生産者の雇用問題解決に向けた労務管理研修会を1月29日に開催し、会場のＪＡひだ本店には、生産者及び関係者含め約100名の参加を得た。

研修会では、農林事務所から飛騨ほうれんそうにおける雇用の現状と課題について報告した後、雇用に関する優良事例として生産者2名から「過疎地における雇用確保のための職場環境改善」と題して、ＱＣ(ｸｵﾘﾃｨｺﾝﾄﾛｰﾙ)サークル活動による労働環境改善に向けた取組みと、福祉施設へ調製作業を委託する「農福連携」の事例について紹介された。
また、社会保険労務士による講演では、厳しい雇用情勢を踏まえ、「作業効率の向上」や「即戦力となる人材を見極めるための面接方法」、「採用した人材の定着」など、人材採用面に関する具体的なアドバイスがあった。

農林事務所では、生産者の優良事例発表の支援等を行うとともに雇用確保問題は産地の第一の課題と位置づけ、本研修会を契機に今後も解決に向けた取り組みを続けてく。
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【生産者とともに改善点
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【交流会の様子】
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【検討会議の様子】





【成果を発表する普及指導員】





【栽培研修会の様子】





【右上:内部審査の様子】


【右下:審査後検討の様子】





【帰農塾受講生の皆さん】





【水稲連携会議の様子】





【研修会の様子】





【優良事例発表の様子】








